予算要求資料
平成28年度当初予算　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：交通安全対策推進費
	事業名 高齢者が安心して暮らせる出前講座・訪問事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）
　環境生活部　環境生活政策課　生活・交通安全係
　電話番号：058-272-1111（内2391 ）　E-mail： c11260@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　2,033千円（前年度予算額：2,033千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,033
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,033

	要求額
	2,033
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,033

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
「高齢者交通安全教育事業の拡充」を主要な施策として位置づけ、高齢者
　　世帯を訪問し、交通安全の啓発とともに反射材用品の貼付・配布活動を推進
　　している。

高齢交通事故死者の増加、高齢者を狙った架空請求・振り込め詐欺などの
　　地域犯罪件数の増加により、「高齢者の安全・安心の確保」のための総合的
　　な取組が急務となり、平成19年度からは家庭訪問時に交通安全、地域安
　　全、消費者安全教育を合わせて実施し、さらに「高齢者安全・安心総合出前
　　講座」を開催している。

交通死亡事故発生件数が年々減少しつつある中、高齢者が占める割合は、
　　依然として高率である。
（２）事業内容

　　　高齢者に対する交通安全、地域安全、消費者安全を確保するために、老人
　　クラブ加入者には、県自らが地域に出向き具体的な対策を伝達する総合的
な出前講座を開催し、未加入者には地域ボランティア団体等による世帯訪問
を通じきめ細やかな啓発を実施する。

　　　①「高齢者安全・安心総合出前講座」の開催（事業費141千円）
　　　　　高齢者への有効な情報伝達手段として、県内各地に講師が出向き、「交
　　　　通安全」「地域安全」「消費者安全」をセットで広報・啓発できる総合的
　　　　な出前講座を実施

　　　　　対　象：県内老人クラブ　※県内団体数　2,675団体

　　　　　講　師：環境生活政策課職員、警察職員、消費生活相談員

　　　　　内　容：交通安全の心構え、すぐに実践できる地域防犯、振り込め
　　　　　　　　　詐欺や悪徳商法への備えなど

　　　②高齢者安全・安心世帯訪問事業（事業費1,892千円）
　　　　　老人クラブ未加入世帯を中心に、地域ボランティア団体等が直接世帯
を訪問し、広報・啓発を実施

　　　　　訪問世帯：27,000世帯（予定）

　　　　　訪 問 者：交通安全女性団体員、老人クラブ構成員、
安全・安心まちづくり登録ボランティア等

　　　　　内　　容：高齢者にもわかり易いチラシ（交通安全・防犯・消費生活）

を配布・指導するなど
　　　　　方　　法：地域ボランティアによる直接世帯訪問
（３）県負担・補助率の考え方
　　　県が目指す「交通事故の根絶」を実現するため。

（４）類似事業の有無

　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	 　　141
	出前講座に係る職員の業務旅費

	需用費
	　 1,867
	消耗品費　　1,750（配布グッズ）

印刷製本費　  117（配布用リーフレット）

	役務費
	　　　25
	電話・郵便料

	合計
	　 2,033
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
【岐阜県長期構想】　第５章　県が取り組む政策の方向性
Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

４　犯罪や暴力、事故のない地域をつくる
　　　　　　○地域防犯活動を強化する
　　　　　　○交通事故を防止する
　　　　　５　安心してモノや食品を買い、消費できる地域をつくる
　　　　　　○消費者トラブルの発生を防止する
（２）後年度の財政負担
　　　長期構想中間見直しによるH28年度以降の目標数値を踏まえ、引き続き事
　　業を実施していく。
（３）事業主体及びその妥当性
　　　地域と一体となって、犯罪や暴力、事故の撲滅・防止を図り、安心して暮
らせる地域をつくるため、県がその主体的役割を果たすことが重要である。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　高齢者に対する交通安全、地域安全、消費者安全を確保するために、老人クラブ加入者には県自らが地域に出向き具体的な対策を伝達する総合的な出前講座を開催し、未加入者には地域ボランティア団体等による世帯訪問を通じ、きめ細やかな啓発を実施する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	世　帯

訪問数
	76,283
(H23)
	101,795
（H24）
	127,917
（H25）
	152,713
(H26)
	179,263
（H27）※推計
	206,263
（H28）
	86.9％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）高齢者安全・安心総合出前講座の開催

県内老人クラブ等に対し、交通安全の心構え、すぐに実践できる地域

防犯、振り込め詐欺や悪質商法への備えなどについて講話を行った。

H26派遣実績　回数：41回　　　　　　　受講者数：2,183人
H27派遣実績　回数：22回（９月末現在）受講者数：1,267人
（２）高齢者安全・安心世帯訪問事業

市町村、地域ボランティアの協力を得て、直接訪問し広報啓発を実施

H27世帯訪問数（予定）：27,000世帯


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　出前講座では、高齢者が被害者となりやすい、交通事故、犯罪及び消費トラブルについて注意すべきポイントを認識していただいた。

　世帯訪問では、一人ひとり個別に訪問することできめ細かな啓発を実施している。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	　依然として高水準で推移する高齢者の交通事故防止を図るほか、防犯、消費トラブルについて直接的に指導・啓発する場として不可欠である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	　振り込め詐欺等の最近の犯罪情勢、高水準で推移する高齢者の交通事故を踏まえたきめ細かな啓発として、地域に直接出向く事業は有効性が高いものと考えられる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　「交通安全」のテーマのみならず、高齢者が被害に遭いがちな分野である「防犯」「消費生活上のトラブル」もセットにした総合的な講座とすることで、幅広く意識啓発を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　世帯訪問事業は、市町村によって実施機関及び訪問形態も異なっていること、そうした訪問活動を実施していない市町村もあることから幅広い活用をいただくことが必ずしもできていない状況である。そうした市町村に働きかけをして、さらなる活用を図っていくことが必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　高齢者に対する直接的な広報啓発活動として、継続実施していく必要がある。


